
１　は じ め に

本論の目的は，土地や貨幣に代表される非生産財が市場取引されている経済における均衡失業

発生の可能性，およびそうした経済における生産性変化の影響について分析することにある。

均衡失業の発生については，効率賃金仮説，インサイダー・アウトサイダーの理論など，実物

要因に着目した様々な議論がなされているが，それらはどれも労働市場に着目し，労働者や職業

に何らかの異質性を持ち込むものである。

以上の議論に対して本論では，財市場の要因に着目する。財市場において非生産財が存在する

と，失業の発生する可能性が出てくる理由は，非生産財の存在によって企業（生産財の供給者）

と消費者それぞれの直面する価格が異なったものとなることにある。したがって同じ非生産財で

あっても，土地の場合は失業が発生するが，貨幣の場合は消費者と企業の直面する価格は変化せ

ず，均衡失業は発生しない。

また土地取引の存在する経済においては，生産性の変化が，フローとしての生産財よりも，ス

トックとしての非生産財の価格により大きな影響を及ぼすことが示される。このことは，1990 年

代以降の日本経済において，生産性の伸びの停滞とともに地価が大幅に低下したのに対して，物

価の低下が緩慢であったという事実にも整合的であろう。

以下，本論の構成は次のとおりである。第２節では，先行研究について簡単に議論する。第３
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節では非生産財を導入した一般均衡モデルを構築して，土地の場合と貨幣の場合について均衡失

業の発生の可能性を分析し，さらに土地の場合について，生産性変化の影響についての比較静学

を行う。第４節は結論とする。

２　先 行 研 究

本節では，均衡失業発生の実物要因についての議論を簡単に概観した上で，本論における論点

を提示する。

マクロ経済学において均衡失業発生の可能性を議論した主なものとしては，効率賃金仮説，イ

ンサイダー・アウトサイダーの理論，サーチ・マッチング理論がある。以下順に簡単に敷衍する

が，これらの説明の特性は，いずれも労働市場に着目し，労働者や職業の間に何らかの異質性を

持ち込むことによって失業の発生を説明しようとするものである１）。

効率賃金仮説（Shapiro and Stiglitz［1984］など）は，就業者と失業者との間に異質性を持ち込

むことにより均衡失業の発生を説明しようとする議論である。すなわち，就業者にはまじめに働

くか怠けるかの選択肢があり，そのため就業者は企業からモニタリングを受けることになる。企

業は労働者にまじめに働くインセンティヴを与えるために，怠業の発覚によって解雇されたとき

に，就業者が相当の損失を被るような水準の賃金を与える。このため，均衡における就業者と失

業者の期待効用は等しくなることはなく，就業者は失業者よりも高い期待効用を享受し，したが

って均衡における賃金は，失業の発生しない水準よりも高くなる。

インサイダー・アウトサイダー仮説（Stiglitz［1974］，Salop［1976］，Solow［1985］，Lindbeck

and Snower［1988］，Gottfries［1992］など）は，企業内の労働者と企業外の労働者との間に異質

性を持ち込む議論である。企業内の労働者になんらかの訓練費用や外部から容易に調達できない

ようなレント，あるいは交渉力が存在することにより，企業内労働者の賃金が硬直的になり，企

業外労働者の賃金が企業内労働者の賃金と連動するような場合には，均衡失業が発生する。

サーチ・マッチング理論（Pissariades［1985］など）は，職業に異質性を持ち込むことにより均

衡失業の発生を説明しようとするものである。労働者が職探しするいっぽうで，企業も労働者を

探しているような状態にあるとすれば，就業者の期待効用には，企業が労働者探しから得る期待

利潤が反映される。したがって就業者の期待効用は失業者の期待効用よりも高くなり，均衡失業

が発生する。

以上が先行研究における議論の大要であるが，その特徴は先にも述べたように，労働市場に着
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１）これらの学説について詳しくは、ローマー（1998）第 10 章を参照されたい。



目し，労働者や職業の間に何らかの異質性を持ち込むことによって失業の発生を説明しようとす

ることにある。

以上に対して，本論では財市場の側に着目して均衡失業の発生を議論する。財市場において，

通常取引される企業による生産財の他に，土地に代表される非生産財の存在する場合には，均衡

失業の発生する可能性が出てくる。以下，非生産財をニュメレールとし，財・労働市場における

完全競争，および労働投入に関して線形の生産技術（労働の平均生産性は常に１とする）を前提

して，このことを簡単に説明しよう。

土地が存在する場合には，消費者（労働者）の直面する一般物価は，（土地で測った）生産財価

格そのものでなく，生産財の消費ウェイトで評価した生産財価格となる。したがって労働の不効

用が一定の場合には，一般物価で測った不効用は，生産財の消費ウェイトつきの生産財価格で測

った不効用となる。いっぽう企業の直面する価格は生産財価格そのものであるから，線形の生産

技術を前提すると，完全競争下では，生産財価格は賃金と等しくなる。

以上から，労働市場が競争的であるとすれば，賃金は生産財の消費ウェイトつきの賃金で測っ

た不効用と等しくなる。したがって労働者の留保賃金はゼロとならず，総需要の水準が低い場合

には失業が発生することになる。

同じ非生産財であっても，貨幣の場合には，消費者の直面する一般物価は企業と同じく生産財

価格水準そのものとなる。したがって労働の不効用が１よりも小さければ，労働者の留保賃金は

ゼロとなり，失業は発生しない（逆に不効用が１よりも大きければ，労働供給がゼロとなる）。

本論では，さらに，非生産財の存在する経済において，生産性の変化が均衡に与える影響につ

いても検討する。よく知られているように，1990 年代以降の日本経済においては，生産性の伸び

の停滞とともに，地価の大幅な低下が観測されるいっぽうで，フローの物価・賃金はあまり低下

せず，雇用は停滞した２）。

本論のモデルは，こうした現象を簡明に説明できる。この場合，生産財価格は，生産性で測っ

た賃金に等しくなる。したがって生産性の低下は，労働需要の減少と労働者の留保賃金の上昇を

招き，失業を増加させ，土地で測った均衡生産財価格および均衡賃金を上昇させる（生産財で測

った実質賃金は低下する）。
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２）1990 年代以降における日本の生産性の停滞については、内閣府経済財政諮問会議（2002; pp. 188 ～ 191）を参照され
たい。また、日本開発銀行（1998; pp. 8, 101, 159）によれば、全国の消費者物価指数は平成２年から７年にかけて 1.2 ％、
平成７年から９年にかけて 1.2 ％の上昇、全産業の常用雇用者の名目賃金指数は平成５年から９年にかけて 8％の上昇で
あったのに対して、全国市街地価格指数（全国平均）は平成６年から９年にかけて 12 ％低下した。



３　モ　デ　ル

本節では，非生産財の存在する経済の一般均衡モデルを定式化し，均衡失業の発生可能性と，

生産性変化の影響について議論する。

経済は，企業と消費者からなる。企業は労働を用いて生産財を供給する。消費者は，企業利潤，

および労働供給の対価としての賃金を受け取り，さらに非生産財を保有している。生産財・非生

産財は市場において取引がなされる。労働の賦存量は労働者１人あたり1に固定されている。

それぞれの財・労働市場において経済主体は完全競争的に行動するとする。非生産財をニュメ

レールとする。非生産財としては，さしあたり土地を念頭に置くが，後に貨幣の場合についても

検討する。

３－１　消費者行動

消費者の効用最大化問題は，次のようになる。

�

ただし，uは効用関数３），cは生産財の消費量，lDは非生産財（土地）需要，Pは非生産財で測

った生産財価格，Wは非生産財で測った賃金，πは非生産財で測った企業利潤，lは非生産財の賦

存量を表す。dは，労働供給に伴う不効用である。�から生産財消費量 c，および非生産財需要 lD

は，

�

となる。消費者の間接効用関数 Iは，次のようになる。

�
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３）�のような非生産財を含む効用関数は、宇南山・大瀧・斎藤（2000）においても用いられている。



３－２　企業行動

企業の生産技術は，

Y = aND �

と与えられる４）。ただし，Yは産出量，NDは労働投入量（雇用量），aは生産性水準を示している。

企業の総利潤Πは，次のようになる。

Π = (Pa－W)ND �

３－３　市場均衡

以上を前提として，市場均衡を定式化する。経済には生産財，労働，非生産財の３つの市場が

存在するが，ワルラス法則により，生産財，労働市場のみを考えればよい。

マクロの市場均衡は次のように描かれる。非生産財の総賦存量を Lとすると，�からマクロの

消費量 Cは，

�

となる。ただし NDは総雇用量である。

総需要 YDは，消費 Cに等しい。�から ND = YD / aと表されること，および�に注意すると，総

需要 YDは�から，

�

のように表される。

生産財市場において企業は完全競争的に行動するから，利潤Πはゼロとなり，�から，

�

となる。非生産財で測った賃金Wを与件として，�から均衡生産財価格が決定される。
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４）生産関数が労働と資本について１次同次であり、国際資本移動が自由であり、かつ経済が資本小国（非生産財で測っ
た資本レンタル料が与件）であるなら、�のような生産技術を想定することができる。



いっぽう労働市場において労働者・企業は，生産財価格 Pを与件として競争的に行動する。労

働者・失業者間の競争により賃金は雇用者と失業者の効用が等しくなるように決まる。したがっ

て�から，

W = dPγ �

となる。�に�を代入すると，労働者の留保賃金WRが，

�

と決まる。経済の総労働賦存量（この場合は総労働人口）を１とすれば，�から労働供給 NSは，

次のようになる。

�

労働需要 NDについては，�に�を代入し，ND = YD / aと表されることに注意すると，次のよう

になる。

�

�，�，�，�から，マクロ経済の均衡が次のように描かれる。

上の５つの式から，Y，NS，ND，P，Wが決定される。

３－４　失業の発生

前節までで構築したモデルをもとに，本節では均衡失業の発生について議論する。
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(E3)，(E4)，および留保賃金の定義�から，均衡における賃金と雇用量は，

�

となり，γ，L，aが十分に小さければ，総雇用が１を下回り，失業が発生する。下図の e点が労

働市場の均衡を表している５）。

この経済において均衡失業が発生する理由は，財の中に生産財のみならず非生産財（土地）が

含まれていることにより，消費者（労働者）の直面する価格が一般物価水準 P γとなっているのに

対して，企業の直面する価格は生産財価格 Pそのものとなっていることによる。したがって同じ

非生産財であっても，消費者と企業の直面する価格に相違のない場合は，均衡失業は発生しない。

例えば非生産財が貨幣の場合，貨幣需要を mD，貨幣賦存量を mとすると，消費者の効用最大化

問題�は，

�

となる。ただし今度は P，Wが貨幣で測った物価水準になることに注意されたい。間接効用関数

�は，次のようになる。
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図１　労働市場の均衡と生産性変化�

５）均衡の安定性については、図１から自明であろう。



�

�から労働市場における裁定式�は，

W = dP �

となり，�と生産財市場における生産財価格の決定式�とから，労働供給関数�は次のようにな

ることが分かる。

�

したがって生産性水準 aが労働の不効用 dを上回っている限り，留保賃金はゼロであり，労働

供給は１で硬直的となり，失業は発生しなくなる（この場合の均衡は図１の emになる）。

３－５　生産性変化の影響

ここでは，生産性 aの変化の影響を考察する。まず，非生産財が土地であったとして，経済の

均衡が当初図１の eにあったとする。生産性 aの低下は，�から労働者の留保賃金を上昇させ，

新たな均衡は，図１における水平の点線と労働需要曲線との交点となる。

新たな均衡点においては，土地で測った賃金Wは上昇ている。そして土地で測った生産財価格

Pも，生産財が土地に比して希少になることから，上昇している。また失業が増加しており，総

需要・総生産ともに低下している。これに対して非生産財が貨幣の場合は，生産性 aの低下は，

a＞ dである限り，労働需給に影響を与えず，�から物価 Pのみを上昇させる。

1990 年代以降の日本経済は，総需要の低下，雇用の停滞などデフレ的な調整過程が強調される

が，賃金や物価の変動は，地価に比べて緩慢であった。この時期に，日本経済において生産性の

上昇が停滞したとすれば，本論の土地取引を導入したモデルは，こうした現象を簡明に説明でき

ていると言えよう６）。

４　結　　　論

本論では，土地や貨幣に代表される非生産財の存在という財市場の要因に着目して，均衡失業

の発生する簡単な一般均衡モデルを提示した。非生産財が土地のような実物である場合，消費者

― 40 ―



の直面する価格と生産財企業の直面する価格との間に相違が生じ，それが失業発生の原因となる。

したがって同じ非生産財でも，貨幣の場合は，消費者の直面する価格と生産財企業の直面する価

格との間に相違が生じないので，均衡失業は発生しない７）。

また本論のモデルにおいて，非生産財として土地を前提すると，生産財の生産性の低下は，総

需要の縮小，雇用の減少，そして非生産財の生産財および労働に対する相対価格の低下を招く。

1990 年代以降の日本経済はデフレ的と言われるが，それは資産デフレとしての性格が強く，フロ

ーの物価や賃金はあまり低下しなかったことには注意が必要である。

日本経済において土地取引が大きな割合を占めているとすれば，1990 年代以降の日本経済の停

滞については，金融要因も重要であるが，こうした実物要因によってもある程度は説明されるで

あろう。
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